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議会内規の改正(決定第 7 号)､1983 年国民協議会決定(憲法改正のための国民投票)の破棄
(同第8号)､1998年3月国策大綱の破棄(同9号)､開発改革の原則に関する決定(次回国民協
議会開催までの暫定的国策大綱)(同10号)､癒着･汚職･身内びいきに関する決定(同11号)､
1998 年国民協議会決定(大統領非常大権付与)の破棄(同 12 号)､正副大統領の任期(2 期 10
年に制限)に関する決定(同 13 号)､総選挙に関する決定(同 14 号)､地方自治に関する決定
(同15号)､経済民主主義に関する決定(同16号)､人権に関する決定(同17号)､1978年国民

















































14  佐々木毅『政治学講義』東京大学出版会､1999年､166ページ｡ 
15  例えば､現在進められている憲法改正の討議では､大統領が職務を遂行できなくなった
場合､副大統領が大統領を代行するという現行の規定を､国民協議会議長が代行し､新たに
選挙を行うという規定に変更しようという動きがある(1999年11月4日ジャカルタ市内ム
ハマディア本部でのインタビュー)｡この背景には､大統領から議会への権力委譲という意
図の他に､メガワティ大統領就任阻止､アミン・ライス大統領就任という政治的意図が隠さ
れていると考えられる｡ 
 
 
